














備を進め、1977 年人権委員会法（Human Rights Commission Act）が成立した。
　児童福祉分野では、1926 年に、世界初の児童手当制度（The Family Allowance）が導入され被害者支援でいえば、1963年に「被
害者補償制度」（The Criminal Injuries Compensation Act）が世界に先駆けて実現した国でもある。
　ニュージーランドは、居住する人々の民族構成をみると多様で、その構成は、欧州系が約 74％、先住民のマオリ系は人
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 3 公的機関において男女の賃金格差をなくす1960 年公的機関賃金平等法（Government Service Equal Pay Act）1972年には、民間企業に
おいても男女の別に基づく差別が取り除かれる同一賃金法（Eqial Pay Act）が、1987年に産前産後の休業制度（Maternity leave）や、
2002年には、有給育休業制度導入（paid parental leave）、さらに、1987 年 育児休業及び雇用保護法（Parental Leave and Employment 
Protection Act）、産前産後休業制度の導入、1990 年 雇用均等法（Employment Equity Act）、賃金だけでなく雇用機会も平等に取
り扱われることを規定し、2002 年育児休業及び雇用保護（有給育児休暇）改正法（Parental Leave and Employment Protection （Paid 
Parental Leave）Amendment Act）、12 週間の有給育児休暇の創設（2004 年に13週間、2005年に14週間に延長、2007年に20時間無償幼
児教育制度を導入）
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口の約 14.9％を占めている。しかし、近年では、アジア系が 11.8％と、太平洋系 7.4%と、全体的に人口が増え続けている。
文化的には、二文化主義をとっている国で、マオリと英国を中心としたヨーロッパ系移民の両文化を尊重しながら政策を
行うなど、マオリ振興省 The Ministry of Māori Divelopment（テ・プニ・コーキリ Te Pune Kōkiri）が設置されている。ニュージー






　現在、ニュージーランドにおける Domestic Violence（以下「DV」と略称する。）施策は、Family Violence（以下「FV」




















している。IPVは、‟Family violence”（家庭内暴力）の一形態である（「Intimate partner violence is a form of family violence.」）。
“Family violence”は、IPV、児童虐待、高齢者虐待 /ネグレクト、兄弟姉妹間の暴力、親に対する子どもからの暴力が含ま
れている（「includes IPV, child maltreatment, elder abuse/neglect, violence among siblings, and children’s violence against parents.」）
と説明している。
 4 梅澤彩「ニュージーランドにおける 養子縁組法と生殖補助医療法－日本への示唆として－」『立命館法学』5・6号、2016年、pp.54-
55
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　ニュージーランド政府は、国連が示す女性に対するあらゆる形態の暴力の撤廃に関する宣言 (Declaration on the 
Elimination of All Forms of Violence against Women) に基づき、Violence against womenの定義を示し、それに沿って、人権お
よび女性の地位に関する女性差別撤廃条約など、国際的責務を履行してきた国の一つである。特に、女性政策省は、暴力
からの安全性の確保を推進してきた。しかし、ニュージーランドは先進国の中でも DVの発生割合が最も高い国の一つと




メントがなくなるようにする」（enuring all women and girls are free from all forms of violence and harassment）」ことを目指すと
記されていた。






　そこで、ニュージーランド政府は、でDomestic Violence Actを改正（2010年 7月 1日施行）し、そのギャップを埋めるために、
現場で警察の安全命令（Police Safety Order：以下、「PSO」と略称する。）を発行することが可能となった。
　PSOは、暴力を振るう人から家族を保護するように設計されたもので、発生した事件と従来からある保護命令の発行と
 5 Stewart, D. E. (1994). Incidence of postpartum abuse in women with a history of abuse during pregnancy. Canadian Medical Association journal, 
151(11), 1601-1604.
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の間のギャップを埋めるものとなった（具体的なことは以下で説明をする）。
　2005年には、「Family Violenceに対する行動に向けての対策委員会」（Taskforce for Action on Violence within Families）が
設置された。さらに、2007年７月には、女性政策省に性暴力対策課が配置されるなど、現在に至るまで、政府機関と
NGOが協力して、Family Violenceと Sexual Violenceの根絶するための取組を続けている。





















　2016年 9月、当時の政府（国民党）は、“Safer Sooner reforms”のスローガンを掲げ、より早期の安全改革を進めるため
に、新たな法案（「The Family and Whānau Violence Legislation Bill」）を示した。この時に、‟domestic violence”から“family 
violence”へと、広く捉える視点へと法案の名称も変更がされた。そして、1995年に制定された Domestic Violence Actの見
直しが進められ、前政権時の 2016年 5月に、新たな法案（The Family and Whānau Violence Legislation Bill）として議論が
されてきた。
　2017年 10月 26日、9年間ぶりに前政権（国民党）から現政権（労働党・NZファースト党連立政権）に代わったことから、
「The Family and Whānau Violence Legislation Bill 」は、継続審議に持ち越される形で、「The Family Violence (Amendments) Act 
Bill」＊旧政権からの継続）として法案が出された。
　そして、2018年 10月 30日に、同時に、「The Family Violence 2018 Bill 」と「The Family Violence (Amendments) Act Bill」
の法案は、共に全体委員会に提出され、The Family Violence Act 2018と、The Family Violence (Amendments) Actとして、
2018年 11月 12日、2法は成立した。その経過については、以下で説明していく。
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Ⅲ　Domestic Violence Act 1995から The Family Violence Act 2018へ
1. The Family Violence Act 2018 （2法）の政策過程の概要
　The Family Violence Act 2018と、Family Violence (Amendments) Act 2018の法案の 2法は、以下の様な経過をたどり成立した。
　元々は、前政権（国民党）の下で作成された「Family and Whānau Violence Legislation Bill」は、1本の法案だった。議会










　本年、政権が変わったことで１つの大きな変更点としては、「Family and Whānau Violence Legislation Bill」の内容の一部
が、現政権（労働党・NZファースト党連立政権）では、「Family Violence Bill 247-3A」という名称の法案と変更になったが、
実質的な継続審議として取り扱われた。そして、「The Family Violence Bill」は、2018年 11月 6日に第 3読会を通過した。
この法案は、名称を、「Family Violence Act 2018」として 2018年 11月 12日に議会で可決された。
　また、その関連法案として同時に、「Family Violence (Amendments) Bill 247-3B」が提出され、実質的な継続審議として取
り扱われてきた。2017年 10月 26日、現政権（労働党・NZファースト党連立政権）へと政権交代後も継続審議され、最
終的には、家庭内暴力の問題は重要課題と位置づけに変わりはなかった。したがって、前政府（国民党）が提示した、「家
族内および（Whānauマオリ語：家族の意味）暴力法案」（The Family and Whānau Violence Legislation Bill）は、現政権に引
き継がれる形で継続審議され、別だてで、「The Family Violence (Amendments) Bill修正法案」が提出され、同時に 2法案が
議会を通過し、2018年 11月 12日、新たに （１）「The Family Violence Act 2018」と、（２）「Family Violence (Amendments) 
Act 2018」（「2018年家庭内暴力（修正条項）法」）として、可決成立した。これら 2法は、2019年 7月１日施行になっている。
２　The Family Violence Act 2018と The Family Violence (Amendments) Act 2018の概要
（１）The Family Violence Act 2018の概要




The Family Violence Act 2018は、家庭内暴力の特質性と、影響について、より良い指導を政策立案者に与えるとともに、家
庭内暴力を担当する部署（課等）が、被害者および家庭内暴力を犯した人々に対してより一貫した対応をとることが求め
られ、そしてまた、以下の様な改善策をとることがみられた。
　The Family Violence Act 2018の概要としては、家庭内暴力を受けている人々への一貫した家庭内暴力対応システムの変革
の基礎を築くものである。
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（２）The Family Violence (Amendments) Act 2018（修正条項法）
‟The Family Violence (Amendments) Act 2018”は、暴力犯罪の裁定における被害者の安全を第一に考慮し、刑事司法制度を
大きく変えることとなった。今回の改正法により、新たな法律を含め量刑の変更など、刑事法制と民事法制の両方で家庭
内暴力への対応を向上させる流れとなった。当然、関連法規も改正となった。











（３）画期的な改正～ DV被害者に年間 10日間の有給休暇保障～ 






ピンが 2004年に、DVに苦しむ人々へ 10日の有給休暇を付与している（AFPBB Newsネット参照：http://www.afpbb.com/
articles/-/3183775）。それらの情報によると、ニュージーランドでは DVの発生率が先進国の中でも高く、フィリピンの他、
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庭内危害）」といっている。ちなみに、ニュージーランドの家庭裁判所は Domestic Abuse と呼んでいる。









「Police Safety Order (PSO)の対象の行為条件として、『首をしめることを含める』かが重要である」とくり返し話していたが、
以下の内容が新法に加わった。











　新法により、Police Safety Order (PSO)は、家庭内暴力の危険性があると警察が判断した場合に、発行するもので、これ







●ダイヤル 111→証拠が十分な場合は→逮捕・刑事手続きへ⇒＊ Protection order onlyとなる。
●ダイヤル 111→証拠が不十分な場合は→ Police Safety Order (PSO)：1日～ 5日（現在 10日まで）
●判断→①何もしない、②新しく PSO再発行、③正式な保護命令へ（Apply protection order）
　また、「保護命令 Protection Order」は、嫌がらせをする相手と婚姻・家族関係にある、または世帯の一員、内縁関係に
226
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ある場合、家庭裁判所に保護命令を申請する。まず 3ヵ月有効の temporary protection order が発行される。その間、加害者
が家裁に控訴しなければ、ﬁnal order となり被害者が取り消すまで効力は持続する。さらに、【＊ Restraining Order】は、1
年間に 2度以上他人から嫌がらせを受けた場合、地方裁判所に接近禁止命令を申請できる。そして、【＊ Property Order：






● Front Counter（受付）と Reporting oﬃcer and Team（通報を処理する職員とチーム）がある。彼らは 5つのポイント
の眼をもって判断している。
👀● Action Quality Family Harm Investigation・・・👀
【① SAFVR＋② Ask Dynamic questions = ③ Total Concern for Safety ⇒④ Family Harm Graduated Response Model⇒⑤
Complete Frontline Safety Plan】
　警察は、通報を受けると、５Fの眼をもって Family Harmの捜査（５F・Family Harm Investigation）に出動する。捜査に





























⑤　警察と Family Violence のネットワーク
　ニュージーランドには約 48の地域での Family Violenceネットワークが存在している。現在では、Family Violence 
Interagency Response System（FVIARS）は、全国に 63カ所に広がっている。FVIARSグループは、家庭内暴力と対峙して
働いている様々な政府機関や地域機関・団体で構成されており、機動力ある活動をしている。また、FVIDSとは、New 
Zealand Police have introduced a Family Violence Information Disclosure Schemeのことで、以下の様な連携の流れに沿って行わ
れている。
●ファミリーバイオレンス・コーディネーターが存在している。ネットワークは、現在は、６つの家族安全チームを












童福祉領域については、中央政府社会開発省 ｢Ministry of Social Development｣ の管轄の下で、児童・家庭支援等のサー
ビスが提供されてきたが、今回の調査で、行政の再編の動きがあった。これまで、社会開発省（MSD：Ministry of Social 
Development）には、5部門の１つに CYT（Child,Youth,andFamily：子ども・若者・家族局）が組織図として示されてき
たが、２015年 4月に専門家諮問委員会が設立された。その委員会の最終報告書の提言を受けて、政府は、ケア・保護・
青少年司法制度の大胆かつ緊急な改革が必要であることに合意した。 そこで、2016年 4月に創られた IIC（「Investing in 
Children」）プログラムでは、脆弱な子どもたちへのより良い結果を達成するために必要な根本的な転換を導くプログラム
が提供されている。さらに、2017年 4月 1日、新たに Oranga Tamariki-Ministry for Children「Oranga Tamariki省」が創設さ
れた。「オランガ」は、「ウェルビーイング」で、「Tamariki」は、「子ども」たちと解され、ファナウ (Whanau)と呼ばれる
大家族 (家族、親戚、遠い親戚など幅広い意味での家族 )が存在し、それぞれを大切にした。Oranga Tamariki省である。









えれば、ハーグ条約が適用されている。また、2004 年児童養育法（Care of Children Act 2004）は、父母の共同生活が破綻
している場合の子の利益の保障について規定しているが、この法律の基本原則は、「子の福祉と最善の利益が常に最優先
に考慮されなければならない」と明記されている（2004 年児童養育法第 4 条）。2004 年児童養育法第 2 章第 4 節「国際的





　また、従来からニュージーランドを紹介する上で「ファミリ ・ーグループ・カンファレンス（Family Group Conference）は、
「1989 年児童・青少年及びその家族に関する法」（Children, Young Persons, and Their Families Act 1989）第 19 条）に基づいて
るが、今回、Oranga Tamariki省の関係者等からの聞き取りでも、以前にくらべ、余り活用されているという印象が感じら
れなかった。特に話の中で、「マウイの人たちは、都会に出てしまい、従来の家族観の機能が薄れているということもあり、
今後のニュージーランドの制度設計に、大きく Family Group Conferenceが中心的に紹介されていくことは減る」ことが予
想される。
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